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１．審査会合での指摘事項

番号 指摘日時 分類 指摘事項の内容

15 2017/5/18
シーケンス選

定・PRA

事故シーケンスとして追加していない「防潮堤損傷」について、大規模損壊対応で対応が可能
であることを整理した資料を提示すること。その確認については、大規模損壊の中で説明する
こと。

44 2017/7/27
2.0_大規模損

壊

大気へ放出される放射性物質の総量の低減を目的として、原子炉建屋水素濃度2vol％到達を
ベント実施基準としていることについて、当該2vol％の設定にあたっての評価が保守的な評価
となっていることから、格納容器からの異常漏えいを判断するにあたっての適切な判断基準を
整理して提示すること。

2



2 ．指摘事項の回答（No.44）

(1) 指摘事項

・大気へ放出される放射性物質の総量の低減を目的として、原子炉建屋水素濃度2vol％到達をベント実施基準としていることについて、
当該2vol％の設定にあたっての評価が保守的な評価となっていることから、格納容器からの異常漏えいを判断するにあたっての適切
な判断基準を整理して提示すること。

(2) 回 答

・格納容器からの異常な漏えいを検知した場合の対応について，以下のとおりベント実施判断基準の見直しを実施した。

・放射線モニタ類から総合的に異常な漏えいを判断することによって，異常な漏えいの検知が可能であると考えられる。

・また，異常漏えい時の建屋水素爆発防止のためのベント実施判断基準として「建屋水素濃度2vol％到達」を設定する。

＜変更前＞

＜変更後＞

(3) 記載箇所

技術的能力2. 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応

目的 判断基準

大気へ放出される放射性物質の総
量の低減（異常な漏えいの検知）

原子炉建屋水素濃度2vol％到達

目的 判断基準

大気へ放出される放射性物質の総
量の低減（異常な漏えいの検知）

可搬型モニタリング・ポスト
指示値の急激な上昇

原子炉建屋内の放射線モニタ
指示値の急激な上昇

原子炉建屋の水素爆発防止 原子炉建屋水素濃度2vol％到達

可搬型モニタリング・ポスト設置場所
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